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メタボリックシンドロームに対する低強度運動の有効性
―運動習慣と日常での身体活動の観点から―

原田　和弘1）2）、宮下　政司3）

Effectiveness of low-intensity exercise on metabolic syndrome
―perspectives from exercise habit and daily physical activity―

Kazuhiro HARADA1）2）, Masashi MIYASHITA3）

Abstract

　　Although it is said that high-intensity exercise provides more health benefits than low-intensity exercise, low-
intensity exercise still has positive effects on metabolic syndrome and its risk factors. However, the rate of those 
who engage in exercise regularly is still insufficient level. Thus, we reviewed which types of exercise are accepted 
by Japanese people. In results, low-intensity exercise is more common than high-intensity exercise. A study 
demonstrated that engaging high-intensity training would decrease daily physical activities. Moreover, recent studies 
have indicated the importance of promoting daily physical activity and reducing sedentary behavior. Thus, it would 
be acceptable to include the promotion of low-intensity exercise in health promotion strategies targeted for the 
prevention and improvement of metabolic syndrome.
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はじめに
　メタボリックシンドローム等の生活習慣病対策として策
定された「健康づくりのための運動指針2006」1）では、当
該身体活動の強度を表す単位（メッツ：安静時と比較した
当該身体活動のエネルギー消費量）に活動時間を掛けた
単位である、エクササイズという単位を導入して、身体活
動・運動量の基準値（１週間に23エクササイズの身体活
動、４エクササイズの運動）を設定している。したがって、
この指針では、同じ時間行うのであれば、強度の高い運動
（より多くのエネルギーを消費する運動）ほど、健康効果
が得られると想定されている。また、米国スポーツ医学会
による適正な体重管理のための運動指針2）でも、体重の減
少には運動量（運動時間×運動強度）の増大が重要であ
ると述べられている。つまり、理論上は、運動を行う時間
が同じであれば、低強度で運動を行う場合と比較し、高強
度で運動を行うことで、体重の減少量がより多く見込まれ
ると考えられる注。ただし、メタボリックシンドロームや、
高血圧・高脂血症・高血糖といったメタボリックシンド
ロームのリスク因子に対する予防・改善効果が、低強度運
動では望めない訳ではない。実際、ウォーキングなどの低
強度運動でも、メタボリックシンドロームまたはそのリス
ク因子に対して効果があることを支持する横断3）、縦断4）、
介入5）研究も報告されている。
　むしろ、低強度運動を健康支援の戦略の１つとして考慮
することの意義は、高強度運動と比較して、はるかに人々
に受け入れられている運動である点に集約されるだろう。
例えば特定健康診査・保健指導の対象年齢が40～ 74歳
であるように、メタボリックシンドローム等の予防・改善
が求められる期間は、数十年にも及ぶため、運動による予
防・改善効果は、より長期間を想定すべきである。長期的
な予防・改善効果を考えるには、運動習慣として定着が、
極めて重要な役割を果たすと予想される。しかし、我が国
の運動習慣者の割合は、依然として望ましい水準に達して
いない。そこで本稿では、運動習慣者を増やすためには、
低強度運動と高強度運動のどちらに焦点を当てることが有
効かという観点から、低強度運動の有効性を裏付けるデー
タを紹介する。また、「運動指針2006」1）でも取り上げてい
るように、健康支援を考えた場合、運動だけではなく、
日常生活での身体活動にも目を向けるべきであろう。した
がって、本稿では、日常の身体活動量という観点からの高
強度／低強度運動の有効性に関する研究も紹介する。ま
た補論として、日常生活での身体活動に注目することの重
要性に言及する。

人々の多くは低強度運動を選択し続けている
　健康支援の実現には、運動によるメタボリックシンド

ロームおよびそのリスク因子の予防・改善効果に関する議
論だけでは不十分である。どれだけ予防・改善効果の高
い運動があったとしても、人々が日常生活で実行可能な運
動として受け入れなければ意味がない。また、平成21年国
民健康・栄養調査の速報6）によれば、我が国の運動習慣者
（週２日以上、１回30分以上、１年以上継続）の割合は男
性で32.2%、女性で27.0%であり、健康日本21の目標値（男
性39%、女性35%）を依然として下回っているのが現状で
ある。加えて、平成６年の同調査7）では、運動習慣者の割
合は男性で29.3％、女性で25.7％であったように、ここ15
年間で運動習慣者の割合はほとんど変化していない。した
がって、運動習慣者の増大という課題解決のためにも、メ
タボリックシンドロームの予防・改善効果が高いのはどち
らかだけではなく、人々はどちらの運動を受け入れるのか
という点からも、低強度運動と高強度運動の有効性に関す
る議論が、健康支援において求められる。
　そこで我々は、質の高い標本抽出法を用いた大規模調
査である、スポーツライフ・データ20088）で報告されてい
る週２日以上の運動実施者の割合と、運動強度（メッツ）9）

との関連性を検討した。図１に示した運動種目は、同調査
で評価している約70種目の中から、実施率の高い上位10種
目を抽出したものである（「運動指針2006」1）に従い、３メッ
ツ未満のヨガ9）は除外）。最も運動実施率が高い運動は歩
行（散歩・ウォーキング）であり、中でも強度の低い「散歩」
を人々は選択していることが図１より確認できる。
　したがって、我が国における運動習慣者の割合は依然
として望ましい水準に達していないものの、低強度運動の
方が、人々に受け入れられている運動であると言える。

　スポーツライフ・データ20087）で報告されている実施率
の高い上位10種目を抽出し、Ainsworth et al.8）で提示さ
れている運動強度（メッツ）を掛け合わせて作成した。な
お、運動強度が３メッツ未満であるヨガは除外した。

図１　週２日以上の運動実施と運動強度との関連
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高強度運動の実施によって日常の身体活動量が抑制
される可能性
　健康支援を考える上では、運動を行う数十分・数時間
だけではなく、それ以外の時間帯にも目を向けるべきで
ある。例えば、１日30分の運動を行ったとしても、睡眠
を除く１日10時間超の生活時間の中で不健康な行動を積
み重ねれば、30分の運動の健康効果が相殺されることは
容易に想像される。そこで、運動を行うことが他の時間
帯の行動に与える影響に関する研究を概観したところ、
本稿の議論を行う上で重要と考えられる研究が報告され
ていた。
　Wang & Nicklas10）は、肥満女性を中強度運動群（最
大酸素摂取量の45%～50%の強度）と、高強度運動群（最
大酸素摂取量の70% ～ 75%の強度）に無作為に割り付
け、両運動によるエネルギー消費量が同一になるように
運動時間を調整した上で、週３日の運動介入を実施して
いる。その上で、介入日の身体活動による総エネルギー
消費量（介入による消費とその他の生活活動による消費
の総和）と、非介入日の身体活動による総エネルギー消
費量とを比較している。その結果、中強度運動群におい
ては、介入日の方が非介入日よりも総エネルギー消費量
が高かった。一方、高強度運動群においては、非介入日
の方が介入日よりも総エネルギー消費量が高いという
結果が得られている。このことは、高強度運動をする日
は、運動以外の時間帯が不活動になり、結果として高強
度運動をしない日よりも、エネルギーを消費しなくなっ
てしまうことを意味している。

補論：日常の身体活動量を増やすことや座業時間を
減らすことも重要である
　以上の議論は、主に運動（「計画的で、構造化され、
繰り返し行われる身体活動の集合体。体力の改善・維持
が最終、中間目標」と定義11）される）に注目したもの
であるが、最後に補論として、枠組みを広げ、日常の身
体活動量や座業時間を減らすことの重要性に言及する。
　身体活動・運動疫学分野における重要論文20本12）に
も選ばれているDunn et al.13）の研究では、不活動な中年
を運動介入群（施設で指導者監督のもと運動を週５日間
実施）と生活習慣介入群（日常生活の中で、１日合計30
分の身体活動を毎日実施することを目標に行動変容技法
を教示）に無作為に割り付け、６ヵ月の介入を行い、そ
の後18 ヵ月間、追跡している。その結果、血液指標、
体重、体脂肪率、血圧といったメタボリックシンドロー
ムのリスク因子の変化に群間差はなく、日常の身体活動
でも、運動と同等の効果が期待できることを示唆してい
る。なお、最大酸素摂取量のみ、６ヵ月の時点で運動介

入群の方が高値を示したが、運動介入では追跡期間中の
低下が著しく、24 ヶ月後では有意な差異が無くなって
いる。従って、強度によって運動継続率は変わらないと
主張する総説14）もあるが、少なくともDunn et al.13）の
研究は、運動介入群では、追跡期間中に最大酸素摂取量
の維持・向上に有効な行動を自発的に実施しなくなった
と考えられる。
　その他にも、余暇中の身体活動の影響を調整しても、
職場までの歩行時間が長い者ほど高血圧症になりにくい
こと15）や、歩行や自転車で１日30分以上通勤している
者は、メタボリックシンドローム該当者が少ない16）こ
となどが確認されている。また、30 ～ 40歳代のウォー
キング行動パターンを検討した研究17）では、運動とし
てウォーキングを行っている者は、ウォーキング実施者
の32.2%に過ぎず、残りの67.8%は通勤や買い物など日常
生活の場面でウォーキングを行っていると報告されてい
る。これらの研究は、健康支援を考える上で、日常の身
体活動に注目することの重要性を提起するものである。
　加えて最近では、身体活動や運動とは独立して、テレ
ビの視聴時間などの座業時間が、メタボリックシンド
ローム等の様々な健康関連評価項目と関与していること
が盛んに指摘され始めている18）。例えばDunstan et al.19）

は、運動や摂取エネルギー量等の影響を調整しても、１
日当たりのテレビの視聴時間が長いことは、総死亡のリ
スク因子であると報告している。そこで身体活動や運動
と同様に、座業時間に対する効果的な介入戦略を探る研
究の必要性が、健康支援に関連した研究分野で指摘され
始めている18）。今後の我が国の健康支援においても、身
体活動や運動の促進ともに、座業時間を減らすことの重
要性に注目が集まるようになるかもしれない。

まとめ
　健康日本21の目標値と比較して、我が国における運動
習慣者の割合は依然として望ましい水準に達していない
上に、顕著な増加傾向も認めらないものの、低強度運動
の方が、より多くの人々に受け入れられている運動であ
る。最近の研究では、高強度運動の実施は、日常の身体
活動量を低下させる可能性があると指摘されている。加
えて、運動だけではなく、日常の身体活動量を増やすこ
とや座業時間を減らすことも重要であるという指摘もな
されている。こうした研究結果から、メタボリックシン
ドロームやそのリスク因子等の予防・改善を図る健康支
援戦略の１つとして、低強度運動の推進も加える価値が
あると考えられる。
　例えば、実際の健康支援の現場において、「まずは運動
を受け入れてもらう」という点に限って考えれば、低強
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度運動に注目した方が効果的である場合が多いと予想さ
れる。また、運動の促進とともに、自動車ではなく徒歩
を選ぶ、座わっている時間を減らすなど、普段の生活で
身体を積極的に動かすように勧めることも有効だろう。
　今後は、高強度運動の長所短所（健康効果は高いが、
より多くの人々に受け入れられない）と、低強度運動の
長所短所（健康効果は低いが、より多くの人々に受け入
れられている）を踏まえ、総合的にどちらの方がメタボ
リックシンドローム対策としてより有効であるかを判断
できる研究が実施されることが期待される。それととも
に、日常での身体活動や座業時間と、健康指標との量―
反応関係やメカニズムを検討し、身体活動や座業時間を
どの程度改善すると、どの程度の予防・改善効果が認め
られるのかが解明されることが期待される。

注
　米国スポーツ医学会20）では、最大酸素摂取量の45%
までを低強度（very light またはlight）、46 ～ 63%を中
強度（moderate）、64%以上を高強度（vigorousまたは
near‒maximal to maximal）と分類しているが、各報告
間での低／高強度の範囲は不統一である上に、中強度の
位置づけも難しい。そこで本稿では、低／高強度の範囲
を明確に定義せず、各報告内での相対的な強度として議
論を行う。
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